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２ 一般会計歳入歳出予算の概要 
 
  平成21年度当初予算（一般会計）のポイント 

 
 

現下の厳しい経済情勢を踏まえて、平成２０年度２月補正予算と一体的にとらえ、緊
急雇用・経済対策に取り組むとともに、３年目となる「県民しあわせプラン・第二次戦略
計画」の着実な推進を図るため、極めて厳しい財政状況の下、「選択と集中」を図りな
がら次の点を基本に編成しました。 

 

 
 
    県内経済の低迷や派遣労働者の解雇等による雇用機会の縮小に対処するため、

国の経済雇用対策と連携しながら、平成２０年度２月補正予算と一体的にとらえ、
雇用対策等の取組を進める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「県民しあわせプラン」の実現に向け、県民の安心や満足を築くため、第二次戦
略計画の「重点的な取組」の着実な推進を図る。 

また、新たに「新型インフルエンザ対策」を重点事業として位置づけ推進する。 
 
   （１） 重点事業 ３７９億円（一部平成２０年度２月補正予算計上）    

（２） みえの舞台づくりプログラム ２７億円 
 
 
 
 

平成２１年度を“文化力立県”の元年と位置づけ、文化力を象徴する事業に本
格的に取り組む。 

（１） 文化力を生かした自立、持続可能な地域づくりにつなげる「美
うま

し国おこし・三
重」のオープニング 

（２） 新県立博物館整備に向けた実質的なスタート 
 

 

 
 ２ 第二次戦略計画の着実な推進   

 
 ３ “文化力”を象徴する事業の本格的な取組 
 

 
 １ 厳しい経済情勢を踏まえた緊急雇用・経済対策 
 

本県における緊急雇用・経済対策の概要 
 
（１）雇用対策（一部H20年度より取組開始） 
  ① 雇用機会の創出（緊急雇用創出事業等） 
  ② 情報提供とマッチング ③ 職業訓練・就労支援 
 
（２）経済対策（一部H20年度2月補正予算計上） 
  ① 「三重県経済危機対策会議」の設置 ② 中小企業経営安定化 

③ チャンスづくり 
 
（３）生活対策 
  ① 住宅の確保  ② 生活者福祉  ③ 教育機会の確保 
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（新規）   三重県ふるさと雇用再生特別基金事業（関係各部）        ２０７，３５２千円 
                                 （県実施分） 
      地域の実情に応じた創意工夫に基づき、新たに求職者等を雇い入れて行う

事業を実施することにより、地域の継続的な雇用機会を創出する。 
（新規雇用創出：約５０人） 

 
（例）・地域の介護力向上事業 

     ～離職者等の求職者を対象に、介護力を身につけるための育成プログラムを
実施し、実際の福祉現場の体験や資格取得等の支援を行い、介護、福祉事
業所への就職につなげて福祉人材確保の充実を図る。～ 

 
 
      
◆情報提供とマッチング 

 
（新規）    求職者総合支援センター事業（生活・文化部）            ３７，７２９千円 

 
生活・就労支援のための事業を一体的に実施する求職者総合支援センター

をハローワーク等と連携して設置し、求職者等からの相談等を実施する。 
 
 
 
（新規）    勤労者地域安心緊急サポート事業（生活・文化部）          ６，３０４千円 

 
不安定な就労環境におかれている非正規雇用労働者等に対し、弁護士や社

会保険労務士による労働相談会を地域で実施する。 
 
 
 
◆職業訓練・就労支援 

 
（一部新規）公共職業訓練事業（緊急経済対策追加分）（生活・文化部）    １３９，５９９千円 

 
離職者を対象に、就労に必要な技能・知識を付与する短期間の訓練を実施

することにより、早期の再就職に向けたキャリア形成を支援する。 
 
 
 
（一部新規）介護福祉士等修学資金貸付事業（健康福祉部）           ３５１，５２１千円 

（一部平成２０年度２月補正予算計上） 
 

若い人材の福祉・介護分野への参入促進を図るため、介護福祉士等養成施
設に在学する学生を対象に修学資金等を貸与する三重県社会福祉協議会に助
成する。 

 
 
 
（新規）   福祉・介護人財確保緊急支援事業（健康福祉部）           ８５，４５１千円 

 
福祉・介護職場の人材確保のため、進路選択学生等支援、潜在的有資格者

等人材養成支援、複数事業所の連携、職場体験などの緊急支援策を行う。 
 
 



 - 8 - 

（新規）   農林水産業での就業の支援（農水商工部・環境森林部）       ３０，０００千円 
（平成２０年度２月補正予算計上） 

 
県内の雇用情勢の急速な悪化に伴い、一次産業が新たな就業の場として注

目、期待されていることから、農林水産業において、新たな雇用の創出と、
円滑な就業を支援する仕組みづくりを進める。 

 
 
 

 
◆情報共有と協議の場 

 
（新規）   三重県経済危機対策会議事業（農水商工部）              ５，９２３千円 

（平成２０年度２月補正予算計上） 
 

官民一体となった協議の「場」づくりを行い、県内経済情勢を的確に把握
し、各界の課題を共有したなかで効果的な経済・雇用施策の検討・協議を行
うため、「三重県経済危機対策会議」を設置する。 

 
 
 
◆中小企業経営安定化 

 
（一部新規）中小企業金融対策事業（農水商工部）                 １０５，０００千円 

 
県内中小企業の金融の円滑化をはかるため、金融機関の協力を得て、信用

保証制度を取り入れながら、県単融資制度を運用し、中小企業の金融支援を
行う。特に、景気低迷により経営が悪化し、必要資金の円滑な調達に支障を
きたしている中小企業支援に重点的に取り組む。 
 
 
 

（新規）   中小企業者経営維持回復緊急事業（農水商工部）          １１，７３９千円 
（平成２０年度２月補正予算計上） 

 
商工三団体が、中小企業者に対して緊急に実施する、専門家を活用した個

別の緊急専門相談・支援、特定業種別・テーマ別等の緊急出前相談会に要す
る経費を助成する。 

 
 
 
◆チャンスづくり 

 
（新規）    中小企業の事業化・市場化支援事業（農水商工部）         ３１，０８６千円 

（平成２０年度２月補正予算計上） 
 

急激な生産減少が続く自動車・電子部品など、特徴ある技術を有する中
小企業等の新事業展開を支援するとともに、省エネ設備導入などにより、
生産・管理工程の合理化で現下の困難を乗り切ろうとする中小企業等を支
援する。 
 
 

経済対策 
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（新規）   みえ農商工連携推進ファンド事業 【重点事業 元気５】 （農水商工部） 【再掲】 

            ２，３０２，８９５千円 
 

「みえ農商工連携推進ファンド」を組成し、農商工連携体による新たな着
眼での創意工夫を生かした取組や公設試験研究機関を活用した技術開発やデ
ザイン力の向上などの取組に対して資金面から支援する。 

 
 
 
（新規）   がんばる三重の林業創出事業【重点事業 くらし１１】（環境森林部）８１，０６７千円 

【再掲】 
近年の国産材需要の構造的変化に対応し、森林の団地化・施業の集約化、

高性能林業機械の導入、施業プランナー等の人材育成を進め、生産体制の整
備、流通構造の改善を行うことにより、林業の振興をはかり、森林の持つ県
土の保全・水源のかん養・二酸化炭素の吸収などの公益的機能を維持増進す
る。 

 
 

 
 
 
◆住宅の確保 

 
（新規）   離職者用短期住居緊急確保補助事業（生活・文化部）        ５９，８５０千円 

 
離職により住居を失った方に対して、市町が公営住宅以外の民間アパート

等を短期間確保する場合、必要経費の一部を支援する。 
 
 
 
◆生活者福祉 

 
（一部新規）労働者福祉対策資金貸付等事業（生活・文化部）           ２６，５００千円 

 
労働派遣契約の解除、雇い止め、離職、賃金不払い等により急激に収入が

減少した方に対して、生活の維持又は求職活動のため緊急に必要となる資金
を低利融資する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生活対策 
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（一部新規）地域イノベーション人材育成基盤整備事業【舞台づくり 元気４】 
                                       （農水商工部）  ８，９５４千円 
 
      メカトロ要素技術等研究資源の活用・融合や、ＩＴを活用した新たな産業

の創出などを促進するための体制を整備し、大学・企業等とのネットワーク
の構築や関係機関等との連携を進めることにより、地域発のイノベーション
を誘発するしくみづくりに取り組む。 

 
 
 

〈 学校教育の充実 〉 
 

少人数教育推進事業 【重点事業 元気１】 （教育委員会） 
                   教員の配置拡充（定数９名増 小５、中４） 

 
小学校１、２年生での３０人学級（下限２５人）、中学校１年生での３５

人学級（下限２５人）を継続するとともに、その他の学年においても、各学
校の実情に応じて少人数授業などの少人数教育を推進できるよう、教員の配
置を拡充する。 

また、中学校については、各学校の実情に応じて３５人学級を２年生ある
いは３年生にも振り替えられる制度を継続する。 

 
 
（新規）   特別支援学校学習環境等基盤整備事業（教育委員会）       ４３，３００千円 
 
      特別支援学校の緊急課題や適正規模化及び配置等の諸課題に対応するため、

「県立特別支援学校整備第一次実施計画」に基づき、学習環境の整備を推進
する。 

 
 
 
◆みえのくらしづくり 
 

〈 防災体制の充実・強化 〉 
 
（一部新規）みえの防災活力支援事業 【重点事業 くらし１】（防災危機管理部）   

      ６０，２３３千円 
 

「自助」・「共助」の取組の重要性について継続して啓発を行うとともに、
伊勢湾台風５０年を契機に制定する「三重県防災対策推進条例」を踏まえ、
震災や風水害対策にかかる県民の意識啓発を図る。また、熊野から新宮にか
けて新たな活断層が存在する可能性を示す地形が発見されたことから、活断
層の存否及び性質について県の防災上必要な基礎資料を得るため、国や研究
機関と連携し詳細調査を実施する。 

 
 
 

いのちを守る減災対策推進事業 【重点事業 くらし１】（防災危機管理部） 
      １０４，７６７千円 

 
市町が実施する津波対策、孤立対策、避難所耐震化対策、災害時要援護者

対策を支援する。 



 - 12 - 

 
（一部新規）待ったなし！耐震化プロジェクト事業 【重点事業 くらし１】（県土整備部） 

      １３６，２５０千円 
 

東海地震、東南海・南海地震発生の危惧を踏まえ、住まいやまちの安全性
を高めるために、木造住宅の所有者が耐震化を進めていくきっかけとなる耐
震診断を支援するほか、補強設計や簡易な補強を含めた耐震補強への補助に
より住宅の耐震化を進める。 

 
 
 

〈 安全・安心まちづくりの推進 〉 
 
     犯罪抑止の最前線拠点整備事業 【重点事業 くらし４】 （警察本部） 

１３８，２７５千円 
 

高齢化が進んでいる地区、子どもや女性に対する声かけ事案等が多く通学
児童や学生が不安を抱えている地区などを対象に、犯罪抑止のための拠点と
なる交番・駐在所を緊急に整備する。 

 
 
 
生活安全センターとしての交番機能強化事業 【重点事業 くらし４】（警察本部） 

      １２４，１０５千円 
 

地域の治安拠点である交番の全てに交通相談員を配置し、地域住民からの
相談等に適切に対応していくとともに、子ども等を見守る活動や、地域の犯
罪情報を提供するなど、地域の「生活安全センター」としての交番機能を強
化する。 

 
 
 
〈 地域医療体制整備の促進 〉 

 
（一部新規）医師確保対策事業 【重点事業 くらし７】（健康福祉部）      ３３７，２９１千円 
 

新たな医師修学資金貸与制度の活用等により、医師の確保を進める。 
また、三重大学医学部の定員増を踏まえ、卒前・卒後教育の充実に取り組

むとともに、医師不足地域の病院を支援する。 
 
 
 
（新規）   ドクターヘリ検討事業 【重点事業 くらし７】（健康福祉部）      ２，６６７千円 
 

救急医療体制の充実を図るため、県独自のドクターヘリの導入について調
査・検討を行う。 

 
 
 
（新規）   県南地域医療確保推進事業補助金（健康福祉部） 
   （債務負担行為設定 限度額：670,000千円 期間：平成21年度～平成33年度） 
 
      医療資源が脆弱である県南地域医療の確保に向けて、山田赤十字病院の移転整

備を支援し、地域に必要な医療機能の確保・充実をめざす。 
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〈 新型インフルエンザ対策 〉 

 
（新規）  新型インフルエンザ対策事業 【重点事業 くらし１２】（健康福祉部） 

４６４，７５３千円（平成２０年度２月補正計上） 
 
      抗インフルエンザウイルス薬やＰＰＥ（個人防護具）を備蓄するとともに、

リーフレットの作成や講演会などを開催し、啓発を行う。 
 
 
 
（新規）  新型インフルエンザ対策体制整備事業 【重点事業 くらし１２】（防災危機管理部） 

８，８００千円（平成２０年度２月補正計上） 
 
      三重県における人的被害、具体的な社会的機能への影響などの調査を行い、

各部局が迅速かつ適切な対応が取れるよう、具体的な社会的影響シナリオに
基づく図上訓練を実施する。 

 
 
 

〈 子育て環境の整備 〉 
 
（一部新規）こどもが主役の未来づくり事業 【舞台づくり くらし１】（健康福祉部） 

１０，０１０千円 
 
      子育ち支援の観点から、子どもたちが思いや願いを発信できる場づくりや、子

どもが活動するための環境整備に取り組むとともに、地域団体や企業など多様な
主体と連携し、子どもたちの夢の実現を応援する。 

 
 
 
（新規）  地域子育て支援エリアづくりモデル事業 【重点事業 くらし５】（健康福祉部）    
                                                  ２，１２３千円 
 
      出産前から入所（園）前までの子育て家庭を対象に、一時保育や育児体験

・相談ができる保育所を「マイ保育ステーション」として登録するしくみづ
くりをモデル的に取り組むとともに、保育所リーダーの専門性を高める研修
を行う。 

 
 
 

〈 地球温暖化対策 〉 
 
（一部新規）エコライフ普及啓発推進事業【舞台づくり くらし４】（環境森林部） １９，５７４千円 
 

家庭における環境配慮型行動の促進、環境保全活動団体の活動支援及び企
業のＣＳＲ活動促進を図るため、多様な主体の参加のもと、「地球環境フォ
ーラム」を、三重県地球温暖化防止活動推進センターを拠点に展開し、「み
え・まるごとエコ生活推進事業」として、ＣＯ２排出量の削減を目指す。 
また、地域の担い手や企業等が連携し、小中学生向けの副読本を作成して

地域連携による環境教育に取り組む。 
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（新規）  がんばる三重の林業創出事業【重点事業 くらし１１】（環境森林部） ８１，０６７千円 
 

近年の国産材需要の構造的変化に対応し、森林の団地化・施業の集約化、
高性能林業機械の導入、施業プランナー等の人材育成を進め、生産体制の整
備、流通構造の改善を行うことにより、林業の振興をはかり、森林の持つ県
土の保全・水源のかん養・二酸化炭素の吸収などの公益的機能を維持増進す
る。 

 
 
 
◆みえの絆づくり 
 

〈 主要な幹線道路の早期完成をめざした取組 〉 
 

  交流・連携を広げる幹線道路網の整備促進 【重点事業 絆４】 （県土整備部） 
１４，５１０，８００千円 

（一部平成２０年度２月補正計上） 
 
      平成２５年の神宮式年遷宮を契機とした広域的な交流・連携の促進を図る

ため、引き続き新名神高速道路、紀勢自動車道、東海環状自動車道、熊野尾
鷲道路、北勢バイパス、中勢バイパスの整備促進および第二伊勢道路とこれ
らの根幹をなす道路にアクセスする県管理道路の整備推進に取り組む。 

 
 
 

〈 観光振興 〉 
 

「旅ごころ誘う三重奏」誘客戦略推進事業 【重点事業 絆１】 （農水商工部） 
１３３，４５７千円 

（一部平成２０年度２月補正計上） 
    外客誘致推進事業 【重点事業 絆１】 （農水商工部）          ３２，０００千円 
    教育旅行誘致事業 【重点事業 絆１】 （農水商工部）           ２，７５４千円 

魅力ある観光地グレードアップ支援事業 【重点事業 絆１】 （農水商工部） 
                                            １５，６８８千円 

 
      首都圏・関西圏・中部圏・海外等エリア別の情報発信・誘客戦略をさらに

効果的に推進するとともに、引き続き、首都圏等からの修学旅行、近隣府県、

県内からの社会見学といった教育旅行の誘致を推進する。 

また、国のビジット・ジャパン・キャンペーンに呼応し、外国人観光客を

誘致するため、ターゲットとする国、地域の拡大や情報発信の強化、受入体

制の充実等に取り組む。 
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◆ 地方譲与税は、地方法人特別譲与税の創設により、対前年度３１８．６％増の１５１億円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 地方交付税は、対前年度４．０％増の１，２８６億円 
 
   なお、臨時財政対策債も加えると、対前年度２０．１％増の１，７７５億円 
 
 
 
 
 
 
◆ 県債は、対前年度５．４％減の１，４３３億円 

 
ただし、借換債を除く実質ベースでは、対前年度２２．６％増の１，２８９億円 

 
  増の要因は、臨時財政対策債の大幅な増（２４７億円）によるもの 
 
 
 
 
 
 
◆  義務的経費は、対前年度７．５％減の４，１３６億円 

 
ただし、借換債を除く実質ベースでは、対前年度０．３％減の３，９９１億円 

 
◆  人件費は、総人件費の抑制等の取組により、対前年度１．１％減の２，３４８億円 
 
 
◆ 公債費は、実質ベースでは、対前年度０．６％減の９３３億円 
 
 
 
 

 
 地方交付税は、対前年度５０億円、４．０％の増、 
臨時財政対策債を加えると、対前年度２９７億円、２０．１％の増 

 

 
 県債は、実質ベースで対前年度２３８億円、２２．６％の増 
  

 
 義務的経費は、実質ベースで対前年度１４億円、０．３％の減 

 
 地方譲与税は、対前年度１１５億円、３１８．６％の大幅な増 
 

地方法人特別税の創設について 
 
平成２０年の税制改正により、地域間の税源偏在の是正に対応するため、消費税を

含む税体系の抜本的改革が行われるまでの間の暫定措置として、法人事業税の一部を
分離し、新たに地方法人特別税及び地方法人特別譲与税が創設された。 
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◆ 投資的経費は、対前年度７．９％減の１，１２２億円、１４ヶ月予算ベースでは、対前年度 

４．１％減の１，１６８億円 
 
公共事業は、対前年度６．２％減の９３５億円、１４ヶ月予算ベースでは、対前年度 

    ２．２％減の９７５億円 
 
    なお、公共事業については、平成２０年度１２月補正（国第１次補正予算対応分）、２月

補正予算を合わせた実質的な平成２１年度の執行額ベースでは、平成２０年度当初予
算を３．１％上回る１，０２７億円を確保 
 

 
 
 
 
◆  財政調整のための基金は、追加の経済対策など不測の事態に備えるために必要な額

を残し、１２０億円を活用する。 
 
◆ その他特定目的基金についても可能な限り活用する。 
 
◆  合わせて、２５４億円の基金を活用する。（H２０活用額 ３０２億円） 
 
◆  退職手当債は、１１０億円を活用する。（H２０当初予算と同額） 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 厳しい財政状況のもと、限られた経営資源の中で、事務事業の「選択と集中」を一層進め、

簡素で効率的な「身の丈」にあった行財政運営を進める。 
 
 ○ 総人件費の抑制 
 
  「みえ経営改善プラン（改定計画）」を踏まえ、今後も総人件費の抑制に取り組む。 
 

・ 職員数の計画的な削減 
職員定数の推移（条例定数） 

 Ｈ１７ 26,417 人（▲97） 
 Ｈ１８ 26,335 人（▲82） 
Ｈ１９ 26,123 人（▲212） 
Ｈ２０ 25,943 人（▲180） 
Ｈ２１ 25,705 人（▲238）※看護大学の地方独立行政法人化に伴う減分含む 

 
（ ）内は、対前年増減数 

 
 投資的経費は、対前年度９６億円、７．９％の減 
 １４ヶ月予算ベースでは、対前年度４．１％の減 
  
 

 
 財源不足に対しては、基金や退職手当債の活用により対応 
 

 
財政健全化に向けた取組 
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・ 平成１７年度から実施している知事をはじめとする特別職等の給料月額の減額

（知事・副知事：５％、教育長等：２％）と、管理職員の管理職手当の減額（次長
級以上：５％、その他：３％）を平成２１年度においても引き続き実施 

 
 ・ 地域手当については、現行支給率の引き上げを行わず、据え置き 
   （人事委員会報告内容：県内３％から４％に引き上げ） 
 
 ○ 旅費日当の見直し 
 

・ 交通機関による県外への旅行以外の旅行にかかる日当を廃止 
 
・ 知事及び副知事の交通機関による県外への旅行の日当の額を一般職と同額とする 

 
 
 

○ 事業成果、費用対効果等の視点からの事務事業の見直し 
 

平成２１年度見直し事業  １３２事業     約 ３７億円の減 
区 分 事 業 数 金  額 

廃止 ８２事業   約 １９億円 
休止     １１事業   約  ８億円 
リフォーム     ３９事業   約 １０億円 
合 計 １３２事業   約 ３７億円 

 
参考：平成２０年度見直し事業  １０７事業  約 ４２億円の減 

区 分 事 業 数 金  額 
廃止 ６２事業   約  ６億円 
休止     ２６事業   約 ２９億円 
リフォーム     １９事業   約  ６億円 
合 計 １０７事業   約 ４２億円 

 
 


